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令和７年度に向けた考え

Ａ（１） 給与計算事
務のＤＸ化

給与の手計算に伴う事務負担の
増加並びに支給ミスのリスク。

交通局職員の給与計算事務について、バス運転者
の勤務形態の特殊性や長年の制度変更等により、
システム対応できない部分が発生。

抜本的なシステム改修が困難な中、まずはデジタル市役所推進室の知
見等も得ながら、現行の手計算作業にＲＰＡ等を導入することで、事
務負担やリスクの軽減を図る。
また、将来的な乗務員管理システムと給与計算システムとの連携を視
野に、その課題の把握や他バス事業者での先進事例等の調査を実施す
る。

現行業務の棚下ろしを実施。その結果「一部正規職
員の給与支給事務」「会計年度任用職員の社会保険
料算定に係る定時決定、随時改定等」に関してＤＸ
化の効果が見込まれることから、令和７年１月に関
係課と協議を開始予定。

「正規職員の給与支給事務」について、管理部門の
職員に係る給与支給事務のシステム化を令和７年４
月から実施。
また、「社会保険料算定に係る定時決定、随時改定
等」に係る事務のDX化については、DX推進課の知見
ももらいながら継続検討中。

給与支給事務に係る負担軽減により生ま
れたマンパワーを運転者確保の取組に振
り向けていくことで、安定的な運転者の
確保に繋げ、運行ダイヤの維持・改善に
取り組んでいく。

担当部署のマンパワー不足等により目標
の半分程度の進捗に留まった。そのた
め、令和７年度は実施体制を強化した上
で、ＤＸ化を含めた全体的な業務改革に
取り組んでいく。

Ａ（２） 定期券の
キャッシュレ
ス決済化

定期券を購入する際、窓口では
現金のみの取扱いとなってい
る。

ＱＲコード決済やクレジットカード決済に係る手
数料負担を考慮し、導入には至っていない。
一方で、市内の西鉄バスやＪＲの窓口ではキャッ
シュレス決済にも対応しているため、利便性に差
が生じている。

費用負担等を考慮しながら、ＱＲコード決済やクレジットカード決済
を順次導入する方向で関係業者と調整中。令和６年度中を目途に導入
し、利用者の利便性向上を図る。

令和６年１２月１日にPayPayのQRコード決済を開始
予定。
また、クレジットカード決済については、令和７年
度に予算計上し、４月からの導入に向け着手予定。

PayPayを５つの案内所に導入後、定期券等の購入時
に利用いただくなど、利用者サービスの向上につな
がっている。

PayPayを５つの案内所に導入後、定期券
等の購入時に利用いただくなど、利用者
サービスの向上につながっている。ま
た、クレジットカード決済については、
令和７年度に予算計上し、事業者負担を
考慮しつつ、導入に向けた検討を進め
る。

Ａ（３） 実習用定期
券発行業務
の電子化

実習用定期券を発行する際の手
続が電子化されてなく、申請者
（学校）との間で書類のやり取
りが発生。

実習用定期券を発行する際の手続は以下のとお
り。
・学生 ⇒ 学校 ⇒ 交通局 へ申請書を提出
・交通局 ⇒ 学校 ⇒ 学生 へ許可証を送付
・学生が許可証を窓口へ持参して定期券を購入

電子申請システムを活用し、令和６年度中を目途に導入予定。
なお、広報にあたっては、申請者が教育機関と限定されるため、個別
に周知を行う予定。

「実習用定期券発行業務の電子化」に着手し、令和
７年３月導入予定。

「実習用定期券発行業務の電子化」について、令和
７年３月に許可証送付業務の電子化（効率化）に取
り組んだ。

許可証送付業務の電子化により、手続き
期間の短縮等が図られた。今後は、教育
機関からの申請を電子申請で受けられる
ように引き続き取り組んでいく。

Ｂ（１） バス運転者の
確保

平成３０年度末には１６２名い
た運転者が、令和６年度当初に
は１４１名まで減少。令和６年
度には会計年度任用職員に対し
勤勉手当を支給することで、年
間約４０万円の処遇改善を実施
したが、依然として運転者確保
が厳しい状況。

２０２４年問題も加わり、全国的にバスの運転者
不足は一層深刻化。全国の大型二種免許保有者自
体も減少傾向にあり、かつ、免許保有者の高齢化
も進展する中、人材獲得競争が激化（民間では大
幅賃上げ、入社祝金の支給など）。
※市交通局運転者の４９％が６０歳以上
（全国の大型二種免許保有者の約６０％が６０歳
以上）

喫緊の取組として、独自の処遇改善を実施することで採用強化と離職
防止を図るとともに、中期的には、若年層運転者や女性運転者の確
保・掘り起こしに向けて、
・免許を持たない新卒者等を採用し運転者へ養成する仕組みの検討
・女性が働きやすい勤務環境の更なる整備
等に取り組み、定期路線の維持や貸切バス事業等の強化を図る。

新卒者等を採用・養成する仕組みの構築に向け、令
和６年１０月から関係課と協議を開始するととも
に、勤務環境の更なる整備についても現在局内で検
討中。

全国的な運転手不足の中ではあったが、局独自の処
遇改善等の取組を実施した結果、運転者数は対前年
４月比で９名増となるなど、運転者不足の状況を一
定程度改善。
また、関係課との協議を経て、令和７年度から新た
に新卒者等を対象とした採用試験（養成枠）の実施
が決定。

令和６年度当初からの運転者不足の深刻
化により、９月にはダイヤ減便をせざる
を得ない状況となったが、運転者確保に
向けたこれまでにない取組により、運転
者不足の状況は一定程度改善し、Ｒ７．
４月には減便の一部解消（増便）を実
現。

引き続き運転者確保に取り組むととも
に、応募の少なかった若年層の採用に向
けた取り組みを強化し、年齢構成の平準
化を目指す。

Ｂ（２） 市営バス事業
の財務状況
の改善

新型コロナウイルス感染症の影
響等により、路線バスの乗合収
入について、令和元年度と比較
し、令和４年度は▲２２４百万
円と大幅に減少。こうした状況
により、近年、年度末累積資金
剰余が３億円ずつ減少。

財務状況の悪化の背景として
・輸送人員の減少
・燃料費の高騰や人件費の上昇等のコスト増
・不採算路線の拡大（全系統の８４％が赤字路
線）

ア　令和６年度に外部有識者等からなる「市営バス事業あり方・役割
検討会」を立ち上げ、
① 増収対策（乗合バス利用者の拡大など）
② 筋肉質な経営体質への転換（運行エリアや運賃体系の見直しな
ど）
③ 利用者サービスの向上
④ 運転者確保
⑤ 市営バスのあり方と役割
について、意見聴取を行う。
イ　上記検討会での意見を踏まえ、確保した運転者を活用して、定期
路線バスを維持するとともに、貸切バスや受託事業の受注を強化する
など、令和７年度から経営改善の取組を順次実施し、令和８年度の収
支均衡（黒字化）を目指す。
ウ　このほか、スマートバス停の設置やスマート決済の導入、MaaSの
推進、響灘地区の増便などについては、利用者サービスの向上につな
がることから、重点的に検討を行っていく。

ア　令和６年１０月２９日に有識者等からなる「市
営バス事業あり方・役割検討会」の１回目を実施し
た。２回目についても令和６年１２月１２日実施予
定。
イ　上記検討会の意見聴取後に取組内容を整理し、
令和７年度から順次実施予定。
ウ　バス利用の拡大を図るため、令和６年７月２９
日から響灘地区の企業に対してニーズ調査を行っ
た。この結果を踏まえ、今後、響灘地区の利用者
サービスに繋げていく。
 

外部有識者等からなる「市営バス事業あり方・役割
検討会」を全４回実施し、令和７年４月に報告書と
りまとめ。
また、市政変革推進プランに基づき、「市営バス事
業」に係る経営分析・事業分析を実施。

「市営バス事業あり方・役割検討会」の
意見や経営分析結果等を踏まえ、令和７
年度中に「市営バス事業経営計画」を策
定。具体的な経営改善策に順次取り組
む。

Ｃ（１） バス需要の維
持・拡大

平成２５年度に７００万人だっ
た輸送人員が、令和４年度には
３８２万人まで減少。コロナ禍
が明けても輸送人員は微増にと
どまっており、コロナ禍前の水
準まで回復することは困難な見
通し。

市営バスの主な運行エリアである若松区の人口
は、平成２０年度と比較して約１０％減少。
コロナ禍に伴う市民の行動変容により、バス利用
機会も減少。

人流データや乗降データの集計・分析を基に、バスの運行ルートや便
数、バス停の最適化を行うなどバス需要の維持・拡大を図りながら、
令和８年度の収支均衡（黒字化）を目指す。
その上で、自動運転バスの導入による「増便や新規路線の開拓」や市
の企業誘致施策に資する路線の充実（響灘地区等）などを検討し、バ
ス需要の維持・拡大を目指す。

乗降データ等を基に、バスの運行ルート等の最適化
について研究中。
市の企業誘致部門にヒアリングを実施し、今後も連
携強化していくことを確認。

令和７年４月、運転者不足の状況が一定程度改善し
たことから、増収が見込まれる路線の増便や、企業
進出が続く響灘地区の試験運行を実施。

引き続き「市営バス事業あり方・役割検
討会」の意見や経営分析結果等を踏ま
え、路線の最適化等に順次取り組む。

Ｃ（２） 施設・車両の
老朽化対応

営業所等の施設及びバス車両の
老朽化

若松・向田の両営業所の築年数が４０年前後とな
るなど、交通局所管施設の老朽化が進行。
また、経営状況等から大型路線バスの新車更新を
平成２９年から中断しており、旧型車両の更新に
あたっては、他都市から中古車両（１６年使用）
を購入することで対応。

収支均衡（黒字化）に向けて経営改善に取り組むとともに、施設・車
両の老朽化対応には多額の費用を要することから、市の施策にかかる
補助金の活用や、財政基盤を整える枠組みの協議など、対策を進めて
いく。

令和７年度予算要求において、補助金を活用したＥ
Ｖバス購入を計上している。その他老朽化対策につ
いては、今後、経営改善の進捗状況を踏まえなが
ら、財政基盤を整える枠組みについて検討を行う。

収支均衡（黒字化）に向けて経営改善に取り組んで
いる中、施設・車両の老朽化対応にかけられる費用
を捻出することは難しく、引き続きの取組が必要。
車両老朽化対策の一端として、補助金を活用した小
型バス車両のリース導入し、バス車両の更新と路線
維持を図ることを検討している。

抜本的な老朽化対策には至っておらず、
今後も引き続き取り組んでいく必要があ
る。

施設・車両の老朽化対応には多額の費用
が必要となるため、長期的な視点で取り
組む必要がある。
今後も、市の施策にかかる補助金の活用
や、財政基盤を整える枠組みの協議な
ど、対策を進めていく。

R６交通局Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）
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